
◎プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 
（令和三年六月一一日法律第六〇号）   

一、 提案理由（令和三年五月一一日・衆議院環境委員会） 

○笹川副大臣 ただいま議題となりましたプラスチックに係る資源循環の促進等に関す

る法律案につきまして、その提案の理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法案は、初めてプラスチックという素材に着目した、いわばサーキュラーエコノ

ミー新法というべきものであります。 

 循環経済が世界の潮流となる中、我が国は、金属、紙、建設資材などの大半が循環す

る経済社会をつくり上げてきました。さらに、自動車の部品を再生して新たな自動車を

生産するカー・ツー・カーリサイクルの実現に向けた取組も始まっています。しかし、

プラスチックをめぐっては、循環型への取組を主として、脱炭素や、二〇五〇年には海

洋プラスチックごみが魚の重量を超えるとも言われており、対策が急務となっています。 

 本法律案は、これらを踏まえ、プラスチック使用製品の設計から廃棄物処理に至るま

でのライフサイクル全般であらゆる主体のリデュース、リユース、リサイクル、素材代

替の取組を包括的に促進する措置を講じ、資源循環の高度化に向けた環境整備を行い、

サーキュラーエコノミーへの移行を進めるものであります。 

 次に、本法律案の内容の概要を、製品ライフサイクルの三つの段階に沿って御説明申

し上げます。 

 第一に、設計、製造段階においては、製造事業者等向けのプラスチック使用製品設計

指針、いわゆる環境配慮設計指針を策定するとともに、指針に適合したプラスチック使

用製品の設計を認定し、認定製品の調達や使用が促進されるように国等が率先して調達

するよう十分配慮するなどの措置を講じます。 

 第二に、コンビニ等でのスプーン、フォークなどのワンウェープラスチックのリデュ

ースを促進する必要があります。このため、販売、提供段階においては、ワンウェープ

ラスチックの提供事業者に対し、ポイント還元や代替素材への転換などの使用の合理化

を求める措置を講じます。 

 第三に、排出段階においては、回収、リサイクルを促進すべく、三つの仕組みを整備

してまいります。 

 一つ目に、市町村の行うプラスチック資源の分別収集、リサイクルについては、容器

包装プラスチックリサイクルの仕組みを活用するなど効率化します。二つ目に、使用済

プラスチックについて、製造事業者等の計画を国が認定することで廃棄物処理法上の許

可を不要とする特例を設けます。三つ目に、プラスチック製品の産業廃棄物等について、

排出抑制や分別、リサイクルの徹底等、排出事業者が取り組むべき判断基準を策定する

とともに、排出事業者等の計画を国が認定することで廃棄物処理法上の許可を不要とす

る特例を設けます。 

 以上が、本法律案の提案の理由及び内容の概要であります。 



 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院環境委員長報告（令和三年五月二五日） 

○石原宏高君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、国内外におけるプラスチック使用製品の廃棄物をめぐる環境の変化に対応し

て、プラスチックに係る資源循環の促進等を図るため、設計・製造段階における環境配

慮設計指針の策定、指針に適合するプラスチック使用製品の調達や使用の促進、販売・

提供段階におけるワンウェープラスチックの使用の合理化、排出段階における市町村に

よるプラスチック資源の分別収集・リサイクルについての容器包装プラスチックリサイ

クルの仕組みの活用及び製造事業者等による自主回収・再資源化事業計画又は排出事業

者等によるプラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化事業計画を国が認定した場合

の廃棄物処理法上の許可を不要とする特例の創設等の措置を講じようとするものであり

ます。 

 本案は、去る五月十日本委員会に付託され、翌十一日笹川環境副大臣から趣旨の説明

を聴取した後、十四日から質疑に入り、二十一日に質疑を終局いたしました。質疑終局

後、討論を行い、採決を行った結果、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべき

ものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年五月二一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 基本方針の制定に当たっては、二〇五〇年カーボンニュートラルと整合するよう、

プラスチック使用製品廃棄物の発生量の削減に資するものとすること。 

二 市町村によるプラスチック使用製品廃棄物の一括回収の実施に関し、市町村の事務

に過度な負担をもたらすことがないよう各市町村の実情に応じた適切な配慮を行うと

ともに、市町村の財政上の負担について、地方財政措置その他の必要な措置を講ずる

こと。 

三 消費者がプラスチック使用製品に使用されているプラスチックについて知ることが

できるような表示制度等の検討を行うこと。 

四 製造事業者等の自主回収・再資源化事業計画及び排出事業者の再資源化事業計画に

係る認定による廃棄物処理法の特例について、当該特例の運用が廃棄物処理法の趣旨

にもとることがないよう、各事業者に対し適切な指導・監督を行うこと。 

五 回収され、又は収集された使用済プラスチック使用製品等の再使用又は再生利用に

よる循環的な利用が拡大されることにより熱回収の最小化が図られるよう地方公共団

体及び事業者に対し、必要な財政上及び技術上の支援を講ずること。 

六 マイクロプラスチックの環境への流出状況及びマイクロプラスチックが生態系に与



える影響を的確に把握するとともに、その結果に基づき、マイクロプラスチックの

環境への流出の防止のために必要な措置を早急に講ずること。 

七 国内において生じた使用済プラスチック使用製品等について、国内において適正に

再使用、再生利用その他の処理がされるよう、リサイクル設備への支援等を行うとと

もに、使用済プラスチック使用製品等の輸出の規制に関する強化された措置の適正な

運用を図ること。 

八 代替素材の導入に当たっては、当該素材のライフサイクル全体での環境負荷、食料

との競合及び発展途上国における社会・環境面での影響等を含む総合的見地から検証

を行うこと。 

九 プラスチック使用製品やその代替品に含まれる有害化学物質が、人の健康又は生態

系に悪影響を発生させることがないよう、その影響について調査研究を進めるととも

に、プラスチック用添加剤等の化学物質に係る成分の表示について検討を行うこと。 

十 既に海洋環境等に流出している使用済プラスチック使用製品等については、実効性

のある回収方法についての調査研究を行うとともに、回収に取り組む地方公共団体及

び事業者等に対し、必要な財政上及び技術上の支援を講ずること。 

十一 海洋プラスチックごみの多くが発展途上国から流出していると推定されているこ

とに鑑み、発展途上国における使用済プラスチック使用製品等の削減及び回収・処理

等に関する所要の助言及び支援を行うこと。 

十二 漁具及び農業用の器具等に係る使用済プラスチック使用製品による環境汚染を防

止するため、これらの環境への流出状況を把握し、その流出量の削減のため必要な措

置を行うとともに、自然循環する生分解性素材等による海洋環境に悪影響を与えない

代替製品の研究開発に一層努めること。 

十三 新型コロナウイルス感染症の感染が拡大している現状に鑑み、本法で規定するプ

ラスチック使用製品のうち、専ら医療の用に供するものについて、特段の配慮を行う

こと。 

十四 製造事業者のプラスチック使用製品廃棄物の回収から最終処理までの責任の在り

方など、拡大生産者責任の徹底等に向けた検討を行うこと。 

三、参議院環境委員長報告（令和三年六月四日） 

○長浜博行君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、プラスチックに係る資源循環の促進等を図るため、市町村による再商品

化及び事業者による自主回収、再資源化の促進のための制度を創設するとともに、プラ

スチック使用製品廃棄物の排出抑制等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、ワンウエープラスチック製品の使用の合理化の在り方、プラ

スチック使用製品の削減を進める必要性、一括回収の市町村への影響と支援策の在り方、

再生素材や代替素材の利用促進を支援する必要性等について質疑が行われましたが、そ



の詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年六月三日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、基本方針の制定に当たっては、二〇五〇年カーボンニュートラル及び海洋プラスチ

ックごみによる新たな汚染を二〇五〇年までにゼロにすることを目指す大阪ブルー・

オーシャン・ビジョンと整合し、更に出来る限り前倒しで達成できるよう、プラスチ

ック使用製品廃棄物の発生量の大幅な削減及び熱回収の最小化に資するものとするこ

と。 

二、プラスチック使用製品設計指針の策定に当たっては、プラスチックの発生抑制に加

えライフサイクル全体での環境負荷の観点からトップランナーの内容となるよう検討

すること。あわせて、認定プラスチック使用製品に関して、実際の発生抑制の効果な

どを調査し、公表することを検討すること。 

三、消費者が認定プラスチック使用製品であること及びプラスチック使用製品に使用さ

れているプラスチックの環境負荷・成分・廃棄方法等について知ることができるよう

な表示制度等の検討を行うこと。 

四、市町村によるプラスチック使用製品廃棄物の一括回収の実施に関し、市町村の事務

に過度な負担をもたらすことがないよう各市町村の実情に応じた適切な配慮を行うと

ともに、市町村の財政上の負担について、地方財政措置その他の必要な措置を講じ、

持続可能な体制を整備すること。 

五、製造事業者等の自主回収・再資源化事業計画及び排出事業者の再資源化事業計画に

係る認定による廃棄物処理法の特例について、当該特例の運用が廃棄物処理法の趣旨

にもとることがないよう、各事業者に対し適切な指導・監督を行うこと。 

六、発生量が大幅に削減されるよう取り組んだ上で、回収され、又は収集された使用済

プラスチック使用製品等の再使用又は再生利用による循環的な利用が拡大されること

により熱回収の最小化が図られるよう地方公共団体及び事業者に対し、必要な財政上

及び技術上の支援を講ずること。 

七、マイクロプラスチックの環境への流出状況及びマイクロプラスチックが生態系に与

える影響を的確に把握するとともに、その結果に基づき、マイクロプラスチックの環

境への流出の防止のため、必要な措置を早急に講ずること。 

八、国内において生じた使用済プラスチック使用製品等について、国内において適正に

再使用、再生利用その他の処理がされるよう、再使用の体制整備やリサイクル設備の

拡充に向けた支援等を行うとともに、使用済プラスチック使用製品等の輸出の規制に



関する強化された措置の適正な運用を図ること。 

九、代替素材の導入に当たっては、当該素材のライフサイクル全体での環境負荷、食料

との競合及び発展途上国における社会・環境面での影響等を含む総合的見地から検証

を行うこと。 

十、プラスチック使用製品やその代替品に含まれる有害化学物質が、人の健康又は生態

系に悪影響を発生させることがないよう、その影響について調査研究を進めるととも

に、プラスチック用添加剤等の化学物質に係る成分の表示について義務付けも含め検

討を行うこと。 

十一、既に海洋環境等に流出している使用済プラスチック使用製品等については、実効

性のある回収方法についての調査研究を行うとともに、回収に取り組む地方公共団体

及び事業者等に対し、必要かつ十分な財政上及び技術上の支援を講ずること。 

十二、海洋プラスチックごみの多くが発展途上国から流出していると推定されているこ

とに鑑み、発展途上国における使用済プラスチック使用製品等の削減及び回収・処理

等に関する所要の助言及び支援を行うとともに、地球規模の海洋プラスチックごみに

よる環境汚染を包括的に解決するため、国際的な連携強化に取り組むこと。 

十三、漁具及び農業用の器具等に係る使用済プラスチック使用製品による環境汚染を防

止するため、これらの環境への流出状況を把握し、その流出量の削減及び回収のため、

漁具マーキングや報告体制の整備など必要な措置を行うとともに、自然循環する生分

解性素材等による海洋環境に悪影響を最大限軽減できる代替製品の研究開発に一層努

めること。 

十四、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大している現状に鑑み、本法で規定するプ

ラスチック使用製品のうち、専ら医療の用に供するものについて、特段の配慮を行う

こと。 

十五、製造事業者のプラスチック使用製品廃棄物の回収から再使用、再生利用までのラ

イフサイクル全般にわたる責任の在り方など、拡大生産者責任の徹底等に向けた検討

を行うこと。 

  右決議する。 

  

 


